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１．はじめに 

中国の 2012 年４-６月期の実質経済成長率（前年同期比）は 7.6％増となり、09 年１-３月

期以来の８％成長割れとなるなど、内外需の伸び悩みを背景に景気の拡大テンポの鈍化が続

いている（図-１）。 

 

図-１ 実質経済成長率、実質経済成長率（寄与度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、日本経済は、緩やかに景気が回復しつつあるが、欧州政府債務危機の再燃や中国の

景気拡大テンポの鈍化等により、海外経済の減速感が広がっており、特にその影響が貿易面

で顕在化している。具体的には、ＥＵ向け輸出が引き続き弱含んでいる他、日本にとって最

大の輸出相手国1である中国向け輸出も 11 年第４四半期以降、前年同期比でマイナスの伸び

が続いている（図-２）。 

 

                             
1 11 年の輸出額全体に占めるシェアは、19.7％。 

※本レポートの内容や意見は執筆者個人のものであり、必ずしも内閣府の見解を示すものではない。 

11.3 
10.8 
9.7 

7.6 
6.6 
8.2 

9.7 

11.4 12.1 

10.3

9.6 9.8

9.7

9.5

9.1 8.9

8.1 7.6

0

2

4

6

8

10

12

14

16

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡ

2008 09 10 11 12

(前年同期比、％)

（期）

（年）

（備考）中国国家統計局により作成。

5.6 4.2 4.6 4.5 4.7 6.2 4.5

6.0
4.6 8.1 5.5 4.9 2.7 3.9

▲0.4

▲ 3.5

▲ 0.8 ▲ 0.6

14.2

9.6

9.2

10.4 9.2
8.1 7.8

-8

-4

0

4

8

12

16

2007 08 09 10 11 Ⅰ Ⅱ

12

四半期系列

（累積）

（期）

（年）

(前年比、前年同期比、％)

（年）

資本

形成

寄与

最終

消費寄与

（備考）中国国家統計局により作成。

純輸出

寄与



  2  

 

図-２ 日本の貿易動向（中国向け輸出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで本稿では、中国の輸入動向を短期的及び中長期的観点から概観し、中国の輸入市場

における日本のプレゼンスの変化を明らかにすることとする。 

 

２．最近の中国の輸入動向－内外需の伸び悩みを背景に鈍化 

（１）ＥＵ、日本からの輸入が鈍化、その主因は電気機器、一般機械 

10 年以降における中国の貿易動向は、欧州政府債務危機再燃によるヨーロッパ地域の需要

低迷に加え、国内経済の成長鈍化により、輸出入ともに伸びの鈍化傾向が顕著となっている

（図-３）。 

図-３ 貿易動向（中国統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸入の動き2をまず国、地域別にみると、主要国・地域からの輸入の伸びが全体的に縮小し

ている中、昨年３月の東日本大震災の影響もあるものの、11 年第２四半期以降、日本からの

輸入の鈍化傾向が特に顕著となっている（図-４）。 

 

 

 

                             
2 すなわち、逆から言えば、主要国から中国への輸出の動きとなる。 
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図-４ 中国の貿易動向（輸入）、輸入（主要国、地域）シェア（11 年）、 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

また、品目別にみると、日本はＥＵやアメリカに比べ、中国への輸出に占める「電気機器・

一般機械」の比率が高く、最近の日本からの輸入減少の大半は、この「電気機器・一般機械」

の減少によって説明することができる（図-５）。 

 

図-５ 中国の貿易動向（輸入、主要国・地域） 

 （1）日本からの輸入動向（寄与度）     （2）日本、ＥＵ、アメリカからの輸入動向（寄与度） 

 （12 年 1-6 月期） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本側統計からみても同様の傾向が確認できるが、中国側統計の「電気機器・一般機械」

のうち、特に「一般機械」の中国向け輸出の減少が顕著であることが分かる3（図-６）。 

                             
3 当然ながら、両国の貿易分類で、多少の品目の違いがある点は考慮すべきである。 

-8

-6

-4

-2

0

2

陶器製品、ガラス及び

ガラス製品等:0.1％
光学機器、

精密機器等:0.5％
輸送用機器類:1.3％

鉱物性製品:▲0.2％
化学製品:▲0.3％

プラスチック、

ゴム製品等:▲0.3％

古紙、紙及び

紙板製品:▲0.2％

卑金属類:▲0.5％

電気機器、

一般機械:▲5.9％
その他:▲0.6％

（前年比、％）

○日本

電気機器・一般機械

のシェア

（11年）：48.3％

（備考）中国海関総署により作成。

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12 その他:3.0%

光学機器、
精密機器等:1.2%

輸送用機器類:4.0%

卑金属類:1.3%

紡績用繊維製品等:0.7%

化学製品:0.5%
鉱物性製品:0.9%
プラスチック、
ゴム製品等:▲0.3%
植物性製品:▲0.3%
電気機器、
一般機械:▲3.0%

（前年比、％）

○アメリカ

電気機器・一般機
械のシェア

（11年）：24.1％

-6

-4

-2

0

2

4

6

8 その他:0.8%
家具等:0.1%
光学機器、

精密機器等:0.2%

輸送用機器類:5.5%

卑金属類:0.2%

履物、帽子、傘、

羽毛製品等:0.1%

紡績用繊維製品等:0.1%
化学製品:0.9%
鉱物性製品:▲0.1%

プラスチック

ゴム製品等:▲0.2%
電気機器、

一般機械:▲4.3%

（前年比、％）

○ＥＵ

電気機器・一般機
械のシェア

（11年）：37.2％

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ 7

2010 11 12

（前年同期比、％）

日本

アメリカ

NIES＋
ASEAN

ＥＵ
輸入全体

月次

（期/月）
（年）

（備考）中国海関総署により作成。

EU 12.1％

日本 11.2%

ASEAN 

11.1%

韓国 9.3%

台湾 7.2%アメリカ

7.0% 

オーストラ

リア 4.7% 

サウジアラ

ビア 2.8% 

ロシア

2.2% 

スイス

1.6% 

インド

1.3% カナダ

1.3%

その他

28.2% 

（備考）中国海関総署により作成。

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2010 11 12

（前年同期比、％）

（期）
(年）

電気機器、

一般機械▲5.8％

輸送用機器類

3.1％

（備考）中国海関総署により作成。



  4  

 

図-６ 日本の中国向け輸出（品目別寄与度） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内外需両面の要因により、中国の輸入は鈍化 

こうした中国における日本からの電気機器、一般機械の輸入が最近減少している背景とし

ては、以下のような国内外両面の要因が考えられる。 

国内要因としては、特に一般機械に関して、政府が継続して実施している不動産価格抑制

策の影響等により、固定資産投資の伸びが低下し、関連する機械の輸出が伸び悩んでいるこ

とが考えられる。 

また、国外要因としては、特に電気機械において、ＥＵやアメリカなど主要国向け完成財

（最終製品）の需要鈍化により、関連部品等の輸入が鈍化している影響が考えられる（図-

７）（参考：前掲図-１）。 

 

図-7 固定資産投資 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした動きを、原材料等の中間財を外国から輸入し、中国にて加工後、最終製品を輸出

するといったいわゆる「加工貿易」4のための原材料輸入動向からみると、国内需要向けの輸

入と考えられる「一般貿易」に比べ、「加工貿易」の寄与はほぼ一貫して縮小傾向が続いてい

                             
4 11 年の中国の輸入総額のうち約３割を占める貿易方式。加工貿易は、「加工及び組立」と「輸入材料を

用いた加工」の２種類に大別される。 
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る。このことからも、中国の輸入が国外要因によっても強く影響を受けていることが確認さ

れる（図-８）。 

図-８ 中国の貿易動向（輸入、形式別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．中長期的な輸入動向－低下する日本のプレゼンス 

（１）2000 年以降の中国の輸入構造の変化 

次に、最近の日本の中国向け輸出の減少が、中長期の構造的な傾向の延長線上にある動き

かどうかをみるため、中国の輸入構造を概観する。 

国・地域別シェアでみると、日本をはじめ、アメリカ、ＥＵの主要先進国・地域は、とも

にシェアが縮小する一方、オーストラリアやサウジアラビアといったいわゆる資源国を中心

とした国々のシェアが高まるなど、輸入元の多様化がみてとれる。 

特に日本は、11 年間で７％程度シェアが縮小しており、他の主要国・地域と比較して中国

の輸入に占めるシェアの低下が著しい。 

また、品目別の輸入構造をみると、鉱物性製品のシェアが拡大している。これは、国内に

おける経済の高成長を背景としたエネルギー需要の増大や近年の原油価格高騰によるものと

考えられ、前述の輸入シェアの拡大と整合的な動きとなっている5（図-９）（図-10）。 

図-９ 輸入（国別、地域別）            図-10 輸入（品目別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
5 鉱物性製品の 11 年輸入額（対 2000 年比）は、約 18 倍増加する一方、電気機器・一般機械は、約 6.5 倍

の増加となっている。 
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（２）日本からの輸入シェアが低下する電気機器、一般機械 

一方、中国の輸入市場における電気機器、一般機械のシェアは、03 年以降一貫して縮小し

ている（前掲図-10）。その中で、国別・地域別の動向を確認すると、韓国やＡＳＥＡＮ３と

いった「その他アジア地域」が台頭する一方で、日本のシェアが低下傾向で推移している点

が確認できる（図-11）。 

 

図-11 中国の主要国、地域別輸入動向 

（電気機器、一般機械） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気機器・一般機械のシェアの低下の背景としては、国内地場企業の技術力向上や、海外

企業の生産拠点の中国本土への移転により、中国での内製化比率が高まっている可能性が指

摘できる。 

また、特に日本のシェアが低下していることについては、近年の円高の進行による価格競

争力の低下に加え、技術力を向上させているその他アジア地域の部品調達先としての役割が

一層拡大・深化している可能性が考えられる。 

 

４．競争の激しい自動車輸入市場 

（１） 中国自動車輸入市場の構造変化 

また、車に代表される中国の輸送用機器類の輸入市場の動向をみると、電気機器・一般機

械とは異なる特徴的な動きが確認できる。 

まず、輸送用機器類の日本、ドイツなど欧州、アメリカの主要先進国のシェアはむしろ高

まっており、新興国等の台頭が目立ってみられないことである。こうした構造の中、日本の

シェアは拡大こそみられないものの、20％を超えるシェアを安定的に維持している一方（図

-12）、ドイツのシェアが年々高まっており、中国市場における存在感が増していることが挙

げられる6。 

                             
6 11 年のドイツから中国への輸送機械類輸出のうち自動車を含む「車両」の占める割合は、約 87％（約 170

億ユーロ程度）。 
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図-12 中国の主要国、地域別輸入動向（輸送用機器類） 

（１）輸入寄与度（輸送用機器類内訳）          （２）シェア動向 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ドイツ躍進の背景 

上記のように、中国の輸送用機械、特に自動車市場におけるドイツのシェアが拡大してい

る背景には、同国のメーカーが、ブランド力を活かしながら、早くから中国に進出7し、販売

網を確立してきたことに加え、世界金融危機後の景気対策8の流れにうまく乗ったことなどが

考えられる。 

また、短期的には、最近のユーロ安により価格競争力が向上したことも、自動車の買い替

え促進策の終了や最近の中国の景気減速などによる大きな販売の落ち込みをある程度緩和で

きた可能性も指摘できる。 

中国の自動車市場は、09 年に世界一の市場規模となった一方、未だ普及率は低水準にあり

9、今後も中間所得層の増大を背景に、市場の拡大余地はまだまだ大きなものがあると考えら

れ、主要先進国間でも中国市場を巡って激しい競争が続くとみられる。 

 

５． まとめ 

本稿では、中国の短期的及び中長期的な輸入の動向から、日本のプレゼンスの変化を日本

にとっての主要輸出品目である「電気機器、一般機械」、「輸送用機器類」から概観した。 

その結果、「電気機器、一般機械」では、その他アジア諸国の台頭、「輸送用機器類」では

ドイツのシェアの拡大がそれぞれ日本のプレゼンスの伸び悩みに影響していることが明らか

となるとともに、中国市場における戦略の立て直しが日本企業の課題となっていると考えら

れる。また両分野ともに、円高による価格競争力の低下も共通した要因となっていると考え

られよう。 

                             
7 ドイツ主要メーカーは、日米の主要メーカーに先んじて 1980 年代半ばに中国へ進出している。 
8 自動車関連では、09 年から 10 年にかけて、車の買い替え促進や農村における自動車普及の促進、小型車

購入による減税等を実施。 
9 中国における乗用車普及率（10 年）は、2.6％程度とされている（2012 年Ⅰ世界経済の潮流参照）。 

（備考）1．中国海関総署により作成。
2．統計データの制約により2000年のフランス
からの輸入データなし。
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世界最大の人口を有する中国においては、今後も経済成長が続くことが見込まれる中、諸

外国のみならず中国自身の技術力や生産力の向上もあり、中国市場を巡る各国間での競争は

今後一層厳しさを増すと考えられる。 

こうした中、日本にとって最大の輸出相手国である中国におけるプレゼンスの動向は、今

後の日本経済の成長に大きな影響をもたらすことが考えられることから、引き続きその動向

が注目される。 
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